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　Abstract:　The Second Polar Data Forum (＂Polar Data ForumⅡ＂) was held on October 
27⊖29, 2015 in Waterloo, Ontario, Canada to build on the successes of the first Polar Data 
Forum held in October 2013 in Tokyo, Japan. Polar Data Forum Ⅱ further refined the 
themes and priorities regarding polar data management and accelerated progress by 
establishing clear actions to address the target issues, including meeting the needs of 
society and science through the promotion of open access data and effective data steward-
ship, establishing the sharing and interoperability of data at various levels, developing 
reliable data management systems, and ensuring the long-term preservation of data.  The 
forum was attended by 109 participants from 15 countries, in conjunction with the 
scheduled annual meetings of the Arctic Data Committee (ADC) of the International Arctic 
Science Committee (IASC) and the Standing Committee on Antarctic Data Management 
(SC-ADM) of the Scientific Committee on Antarctic Research (SCAR). Polar Data Forum 
Ⅱ, together with SC-ADM and ADC annual meetings, proved to be important for 
showcasing polar data initiatives, for learning from global partners, and working collabora-
tively to continue developing an international vision and action plan.

　要旨:　2015年 10月 27⊖29日にカナダ・ウォータールー大学で，第 2回国際極
域データフォーラム（Polar Data Forum Ⅱ）が開催された．2013年 10月に東京で
開催した国際極域データフォーラム（International Forum on “Polar Data Activities in 
Global Data Systems”）を継続し，両極での地球科学データの蓄積と公開，それら
を活用した研究成果とデータの利活用に関する議論の場として，南極科学委員会
（SCAR）下の南極データマネジメント委員会（SC-ADM），並びに国際北極科学委
員会（IASC）下の北極データ委員会（ADC）の共催により企画された．Polar 
Data Forum Ⅱには SCAR・IASC関係者をはじめ，汎地球規模のデータ関連組織の
関係者，計 109名（15カ国）が参加し，SC-ADMや ADCの年次会合を持つとと
もに，極域データの管理運営に関する今後の指針を検討した．
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1．　は じ め に
　2015年 10月 27⊖29日にカナダ・ウォータールー大学で，「第 2回国際極域データフォー

ラム─極域データ利用と保存のための国際協力─」（Polar Data ForumⅡ: International 

Collaboration for Advancing Polar Data Access and Preservation）が開催された．Polar Data Forum 

Ⅱは，2013年 10月に東京・国立科学博物館で開催した国際フォーラム「グローバルデータ

システムにおける極域データ活動」（International Forum on “Polar Data Activities in Global Data 

Systems”; 金尾，2014）を継続し，両極における地球科学データの蓄積と公開，並びにそれ

らを活用した研究発表と議論の場として，南極データマネジメント委員会（Standing Com-

mittee on Antarctic Data Management; SC-ADM）と北極データ委員会（Arctic Data Commit-

tee; ADC）との共催により企画された．著者の一人（金尾）は，前回フォーラムの実行委員

長（LOC Chair）の経験を踏まえ，Polar Data ForumⅡの国際アドバイザリー委員会（International 

Advisory Committee; IAC）のメンバーとして参画し，Polar Data ForumⅡのプログラム策定

にかかわった．

　Polar Data ForumⅡには，国際科学会議（International Council for Science; ICSU）下の南極

科学委員会（The Scientific Committee on Antarctic Research; SCAR）や国際北極科学委員会

（International Arctic Scientific Committee; IASC）の関係者をはじめ，同じく ICSU下の世界デー

タシステム（World Data System; WDS）や科学技術データ委員会（Committee on Data for 

Science and Technology; CODATA），さらに国際極年（International Polar Year; IPY2007⊖2008; 

Sato et al., 2011）で活動したデータ関係者多数を含む，計 109名（15カ国）が参加した．日

本からの参加者は，著者 3名と，情報通信研究機構（National Institute of Communication and 

Technology; NICT）に本部が設けられているWDS国際プログラム事務局（International 

Program Office; WDS-IPO）の事務局長（Exective Director; Mustapha Mokrane氏）の計 4名であっ

た．

　本報告では，Polar Data ForumⅡの経過，並びにあわせて開催された関連諸会合（第 19回

南極データマネジメント委員会（SC-ADM 19），第 2回北極データ委員会（ADC2），等）に

ついて紹介し，今後の我が国の極域データ活動の取り組みに向けた最新の情報を提供する．

2．　Polar Data ForumⅡの経過概要
　Polar Data ForumⅡは 10月 27⊖29日の 3日間にわたり，1会場（ウォータールー大学内の

Federation Hall）で開催され，口頭発表 23件，ポスター 33件，並びに 3回のパネル討論形

式のセッション（Synthesis and working sessions）が行われた．
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　セッションの分類は，「開催の謝辞とフォーラム概要」，「オープンデータの国際パートナー

シップ」，「国家ベースのイノベーションと協力体制」，「データ共有と相互利用」，「研究デー

タの管理ポリシーと予算」，「技術開発とデータアクセスツール」，「データの統合保存とレス

キュー」等であり，両極域においてこれまで実践されてきた各種アプリケーションや情報通

信技術の紹介，また今後の汎地球規模での極域データの管理公開方法や，データサイエンス

分野の共同研究のあり方について，詳しい情報交換が行われた．

　1会場で 3日間という制約にもかかわらず，各セッションでは質疑応答や議論の時間が十

分に設けられた．例えば初日（10月 27日）には，パネル討論のセッション（「極域オープ

ンデータの国際パートナーシップ」）を中心に，データ品質の管理方法，研究者とデータ管

理者のあり方，等について活発な意見交換があった（図 1）．また「データ共有と相互利用」

のセッションでは，特に北極先住民の伝統的知識（Traditional Knowledge）に関するデータ

インフラストラクチャーの整備，イヌイット（Inuit）に関する知識（情報）データのアーカ

イブ体制の強化，またイヌイットに関連した健康・汚染モニタリング等の政策的研究，さら

には極域データという永続するレガシィ（遺産）を管理公開するための現実的政策・管理手

法に関する問題点の抽出，等について活発に議論された．

　著者の一人（金尾）は，前回 2013年 10月に東京で開催した国際フォーラム「グローバル

データシステムにおける極域データ活動」の謝辞を述べるとともに，カナダ・ウォータールー

大学が主導する極域データカタログ（Friddell et al., 2014）と，国立極地研究所の学術メタデー

図 1　Polar Data Forum Ⅱでのパネル討論セッション
Fig. 1.  Photograph of the panel discussion session during Polar Data Forum Ⅱ .
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タベース（http://scidbase.nipr.ac.jp/; Kanao et al., 2014）とのデータ共有に関する発表を行った．

そしてこの発表では，極地研がメタデータポータルサーバに装備されている自動データ共有

機能（Open Archives Initiative Protocol for Metadata Harvesting; OAI-PMH）により，カナダ

PDCへのメタデータ提供を行っていることを紹介した．

　また矢吹は，2011⊖2015年度に国立極地研究所が代表機関として行ったグリーン・ネット

ワーク・オブ・エクセレンス（Green Network of Excellence; GRENE）事業の一分野，北極気

候変動分野「急変する北極気候システム及びその全球的な影響の総合的解明」の一環として，

国立極地研究所の研究基盤である北極域データアーカイブ（Arctic Data Archive Sys-

tem; ADS; https://ads.nipr.ac.jp/）に関する発表を行った．また杉村は，同じく ADSに実装さ

れたオンライン上で衛星データや気候モデリング等のグリッドデータの可視化・解析ツール

である ADS-VISIONに関するポスター発表を行った．

　Polar Data ForumⅡの総括としては，一般向けの宣言 “Polar Data ForumⅡ Communique”

を作成した（http://www.polar-data-forum.org/International_Polar_Data_Forum_Communique.pdf）．

また，フォーラム全体の開催報告と各発表の成果については，科学技術データ委員会の欧文

誌である「Data Science Journal」（https://www.jstage.jst.go.jp/browse/dsj）の特集号として，

2016年 4月現在，鋭意編集中である．“Polar Data ForumⅡ Communique”の主な内容（Key 

Themes）は，北極先住民についての観点を含めること，データコミュニティの形成促進，（IPY

データも含む）データ保存とレスキュー体制の構築，データの相互利用性のさらなる向上，

適切な資源開発（予算的・技術的・人的資源を含む），等が挙げられている．このコミュニ

ケを今後の両極域のデータ活動に生かしつつ，2年後を目処に第 3回国際極域データフォー

ラムが企画され，それまでの議論が継続されることを期待する．

　Polar Data ForumⅡのより詳細なプログラムは，http://www.polar-data-forum.org/を別途参

照されたい．なお，フォーラム開催中の会場発表の様子は，リアルタイム動画（Live 

Stream）で同サイトからみられるように，実行委員会（LOC）で準備された．さらに，各口

頭・ポスター発表の資料は，Polar Data ForumⅡの Knowledge Bank（http://pdfii.knohow.co/）

というウェブサイトにアップロードされており，公開可能なファイルについては適宜ダウン

ロードできる．

3． 第 19回南極データマネジメント委員会（SC-ADM19）
　Polar Data ForumⅡ開催前の 10月 25⊖27日には，SCARで取得されたデータ管理を担う

SC-ADM19がウォータールー大学で催され，日本からは金尾が出席した．参加者は計 20名（14

カ国＋2名の電話会議）であり，南極域での取得データのアーカイブ・公開，また北極域と

の連携を含めたポスト IPYでのデータ管理について情報交換や方針策定を行った．

　具体的には，アメリカ航空宇宙局（National Aeronautics and Space Administration; NASA）
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で管理運営を行っている，汎地球変動マスターディレクトリー（Global Change Master 

Directory; GCMD）内の南極マスターディレクトリー（Antarctic Master Directory; AMD）の

現況報告，SC-ADM参加各国のデータ管理の進捗状況の年次報告（National Reports）を行っ

た．

　また，今後 5年間の SCARにおけるデータ情報マネージメント指針（Data and Information 

Management Strategy; SCAR-DIMS）の策定，SC-ADMの優先すべき作業項目の選定と組織運

営方法（月 1回の電話会議（SC-ADM_SCRUMと命名）の開催，SC-ADM内部でのタスク

管理（trelloネットワークアプリケーションの利用），参加国のメンバーシップ確認，IPYデー

タ管理の現状把握（GCMD内の IPYポータルサーバのメタデータ数は 2015年 10月現在で

約 600，極域情報コモン（Polar Information Common; PIC）の現況確認），汎地球的識別子（Global 

Identifiers）としての DOI付与，2015⊖2016年の SC-ADMのワークプランと役割分担，SC-

ADMのWDSネットワークメンバーへの参画，等について議論を行った．

　SCAR-DIMSの実行プラン（Implementation Plan）への具体的な連携体制については，PIC

のリポジトリ─ネットワークの再構築や実行プランにおける（メタ）データ交換・共有のた

めに，オープン地理空間コンソーシアム（Open Geospatial Consortium; OGC）によるウェブ・

サービス（Web Service）の導入が推奨されている．日本に関していえば，国立極地研究所

極域データセンターのメタデータポータルサーバ（http://scidbase.nipr.ac.jp/）に装備されてい

る OAI-PMH機能を微修正することで，十分対応が可能である．

　さらに，SCAR内外のデータ関連組織や団体，例えば南大洋観測システム（Southern 

Ocean Observing System; SOOS），ヨーロッパ極域観測網（EU-PolarNet，極地研究と社会と

の連携を主な焦点とする，17カ国が加盟），ADC，政府間主導によるオープンにデータ共有

を促進するための研究データ同盟 (Research Data Alliance; RDA），等との連携についても意

見交換を行った．今後も継続して ADCやWDSとの連携を進めつつ，両極域データの汎地

球的なユーザコミュニティへの提供の道筋を構築することが大切である．さらに SCARの

各サイエンスグループ（Standing Scientific Group; SSG）や科学研究プログラム（Scientific 

Research Programmes; SRPs）との連携，及びデータ集積の協力要請を順次行う必要がある．

　SC-ADM19において金尾は，National Antarctic Data Centre（NADC）として機能している，

国立極地研究所の極域データセンターにおけるデータマネージメントに関する活動を紹介し

た．具体的には，現在のメタデータ登録状況（300件）をはじめ，GCMDやカナダの保有す

る極域データカタログ（PDC）等とのメタデータ共有の進捗状況，我が国の IPYデータの

極域情報コモン（PIC）への対応，等である．また，諸外国とデータ相互利用の連絡調整を

行うとともに，SCARのショートリサーチプログラム（SRPs）の一つ，「雪氷圏変動による

固体地球の応答と影響（Solid Earth Response and influence on Cryosphere Evolution; SERCE）」

への対応を担当することになった．
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　なお次回 SC-ADM20は，2016年 8月の SCAR総会時にあわせてマレーシアで開催される．

4． 第 2回北極データ委員会（ADC 2）
　ADCは，IASCデータ常任委員会（IASC Data Standing Committee; IDSC）と SAONデータ

情報サービス委員会（Sustaining Arctic Observing Networks Committee on Data and Information 

Services; SAON CDIS）が合併したものである．IASCは北極研究に従事するすべての国の様々

な分野を横断し，科学の発展を促進する広範な権限を持ち，政策レベルの科学的助言を提供

し，自由な科学的・倫理的な行動を維持することを目指し，長期的な科学ビジョンの形成に

かかわっている．一方 SAONは，北極全体の高品質のデータへの自由なオープンかつタイ

ムリーなアクセスを提供するために，持続的北極観測システムの形成を目的としている．こ

れまで IDSCは広範なデータポリシーを作ることで，データ公開や引用を促進するための戦

略を確立した．一方 CDISは国際的な観測基盤や観測センサーを NASAの GCMDのサイエ

ンスキーワードを利用することで，観測ネットワークの整理を行ってきた．このように

IASCは北極域の科学の発展を目指し，SAONは観測ネットワークを形成することで北極科

学の発展に貢献する，という意味で二つの組織は補完的であるということから，それぞれの

データ委員会が統合し ADCが形成された．

　第 1回 ADC（ADC1）は 2014年 11月のポツダムで開催されており，Polar Data ForumⅡ

開催前の 10月 26⊖27日に開催された北極データ委員会は第 2回目であった．今回の ADC2

には，日本から矢吹・杉村が出席した．参加者は計 24名（10カ国＋2名の電話会議）で設

立間もない ADCの運営規約の策定作業，活動報告，北極域のデータマネジメントに関して

の情報交換を行った．

　ADCの運営規約の策定では，ADS運営グループの形成やその構造（議長 1名，副議長 2名）

とガバナンスに関して議論が行われた．この運営規約は 2016年の早い時期に正式な ADC

メンバーによって承認され，発効されることになる．

　次に ADCの第 1回会議で決められた四つの作業分科会（Work Package; WP）に関して報

告が行われた．WP1：北極データエコシステムのマッピングとは，様々な組織で行われてい

るデータベースがどのようなデータを持ちどのような連携を行っているか調査し可視化する

ものである．今回はその可視化の現状と今後の協力体制（EU-Polar Net Project等）に関して

報告された．WP2：メタデータ項目の共通化WPではカナダが行っている，極域地域のメタ

データプロファイルの共通化作業に関して紹介があり，今後 ADCを含む専門家グループに

よってメタデータプロファイルの精査を行っていくことが報告された．WP3：データ出版と

引用WPでは様々な国際的な学術連合や出版社が加盟する地球と宇宙科学におけるデータパ

ブリッシュ連合（Coalition for Publishing Data in the Earth and Space Sciences; COPDESS）によ

るデータ出版・引用に関するガイドラインの紹介があった．ADCではこれに準拠すること
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を承認し，このWPは終了した．WP4：データの相互運用実験WPに関しては，ADCはデー

タの相互運用のためのシステムを構築するのではなく，アドバイスや活動を調整することで

あるという合意を得た．

　今後 ADCは北極域のデータの共有化を促進するために，北極地域以外のデータコミュニ

ティ（例えばWDS，地球観測に関する政府間会合（Group on Earth Observations; GEO），SC-

ADM等）との連携を強化することの重要性の合意を得た．さらに ADCを強化すために，ソー

シャルメディアへのアピール（ロゴ，ウェブサイト，パンフレット作製等）のアウトリーチ

活動の重要性が指摘され，新たなWPとして承認された．

　また，現在行われている北極地域のプロジェクト及びデータの取り組み，例えば NASA

の北極域北方林脆
ぜい

弱性実験プロジェクト（Arctic-Boreal Vulnerability Experiment; ABoVE），

スバールバル統合地球観測システム（Svalbard Integrated Observing System; SIOS）のデータ

マネージメントの現状や北極空間データ基盤（Arctic Spatial Data Infrastructure; Arctic SDI，

北極域の地理情報表示プロジェクト，8カ国の国家地図作成機関が加盟）による取り組みに

関して紹介が行われた．

5． その他の会合・トピックス
　10月 27日午前には，SC-ADMと ADCとの合同により，両極の連携に重点を置いた現状

の問題点と今後の展望に関する検討会が行われた（計 31名参加）．データフォーマット・デー

タポリシーの共有，極域情報コモン（PIC）の現状と今後について，また RDAや EU-

PolarNet等の外部団体への共通した対応等，主として両極のコミュニティの連携体制につい

て議論を行った．さらに SC-ADMと ADCとは，RDAやWDS，GEO等の汎地球規模デー

タ関連組織と効果的に協働するための，協力体制に関する取り決め（Memorandum）の草案

作成に合意した．

　その他のサイドイベントとしては，汎北極域デジタル標高モデルワークショップ（Pan-

Arctic DEM Workshop，10月 26，27日），若手研究者・学生向けのデータマネージメントワー

クショップ（10月 27日午前），アイスブレーカーパーティ（Ice Breaker Party，10月 27日夜），

バンケット（Banquet，10月 28日夜），先住民の将来展望と文化（Indigenous Perspectives and 

Culture）に関するイブニングイベント（10月 29日夜），等があわせて開催され , それぞれ盛

況であった．

6． おわりに
　IPYは極域データの利活用の有用な機会であり，両極域で得られた膨大なデータを関連す

るユーザへ提供してきた（Parsons et al., 2011; 金尾，2012; Kanao et al., 2013）．そのため

Polar Data ForumⅡにおいても，特にデータの相互利用性
4 4 4 4 4

（interoperability）の促進が改めて
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強調された．またオープンサイエンスに関連したデータの出版方法についても，適切な引用

規範（citation norm）の構築が必要と認識された．こうした極域データの公開・管理は，

SCARや IASC，WDSをはじめ汎地球的なデータ関連組織がお互いに連携しつつ，公開・管

理指針を十分に練ることが望まれる．今回の Polar Data ForumⅡにより，そうした課題への

具体的な取り組みについて，現況の情報交換を踏まえた十分な議論がなされたといえる．本

フォーラムによる成果発信である，“Polar Data ForumⅡ Communique”の活用を期待したい．

　Polar Data ForumⅡの開催にあたっては，SCAR・IASCのデータ関係者をはじめ，前回

2013年東京での国際極域データフォーラムの国内委員・関係者の協力を得て，無事成功裏

に終えることができた．ここに関係各位に感謝申し上げる．今後も極域科学情報の効率的な

利用と，取得データを活用した学際領域研究の効率的な推進が期待される．極域を含む地球

環境データのさらなる流通促進のための，グローバルなデータコミュニティにおける新たな

協力システム構築に向けた一つのステップを踏み出したといえる．
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